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【投資者に対する注意事項】  

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを

含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及

び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があり

ます。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要

があります。特に、第一部 第３ ２【事業等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する

必要があります。 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」とい

う。）第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに

準ずる者）をいう。）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべ

き重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたとき

は、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情

報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価

証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていた

ときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知ら

ず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記

賠償責任を負いません。 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金

融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおい

ては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関す

る有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動するJ-

Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、

並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所

のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 
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４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事

項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を

含みますが、これらに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責

任その他の一切の責任を負いません。 

 



3 

 

第一部【企業情報】 
 

第１【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

 

第２【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第16期 第17期 第18期 

決算年月 2024年３月 2025年３月 2026年３月 

売上高 （千円） 1,641,852 1,096,197 1,244,814 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 62,002 △45,146 23,913 

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） 31,999 △49,250 22,912 

資本金 （千円） 20,000 20,000 20,000 

発行済株式総数 （株） 2,066,000 2,066,000 2,066,000 

純資産額 （千円） 289,442 239,708 262,621 

総資産額 （千円） 632,349 529,573 570,893 

１株当たり純資産額 （円） 151.68 125.83 137.86 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 
（円） 

― 

（―） 

― 

（―） 

― 

（―） 

１株当たり当期純利益 

又は１株当たり当期純損失（△） 
（円） 16.72 △25.85 12.03 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） ― ― ― 

自己資本比率 （％） 45.7 45.3 46.0 

自己資本利益率 （％） 11.6 ― 9.1 

株価収益率 （倍） ― ― ― 

配当性向 （％） ― ― ― 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 13,235 △43,113 14,611 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △6,283 △893 △67,673 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △47,560 10,000 0 

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 344,253 310,246 257,185 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

39  

（５） 

40  

（３） 

39  

（３） 

（注）１．第 18 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ 

ん。第 17 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜 

在株式が存在しないため記載しておりません。第 16 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について 

は、潜在株式が存在するものの、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

２．第17期における自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

３．第18期及び第16期の株価収益率については、期中での取引実績がないため記載しておりません。第17期の 

株価収益率は、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

４．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。 

５．従業員数は就業人員であり、従業員数には使用人兼務役員を含んでおります。また、臨時雇用者数は年間 

の平均人員を（ ）外数で記載しております。 
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２【沿革】 

年 月 沿 革 

2008 年 12 月 愛知県蒲郡市に環境商材の販売施工を目的として株式会社スズキ太陽技術を設立 

2009 年 10 月 電気工事業登録 

2010 年 １月 愛知県安城市大東町に本社を移転 

2011 年 ２月 国内住宅用設置金具「瓦アンカー」「Ｄアンカー」を高島㈱と共同開発 

 国内住宅用太陽電池ラックシステム「スマートラック®」を高島㈱と共同開発 

2013 年 ２月 瓦用設置金具「Ｐｏｗｅｒ ｂａｓｅ®」を高島㈱と共同開発 

2013 年 ２月 産業用野立てラックシステム「ＳＤフレーム」を㈱ダイワと共同開発 

2013 年 10 月 愛知県安城市三河安城東町に人材開発センターを開設 

2013 年 11 月 ＩＳＯ９００１認証取得 

2013 年 12 月 静岡県静岡市葵区に静岡営業所を開設 

2014 年 １月 愛知県安城市三河安城東町に本社を移転 

2014 年 ２月 「一般建設業」国土交通大臣許可（般－25）第 25303 号を取得 

2014 年 ５月 愛知県安城市三河安城東町に蓄電池の専門工事を目的として株式会社動力を設立 

2014 年 ５月 大波スレート専用金具「ＯＳアンカー」を開発 

2014 年 10 月 折板屋根用直付金具「ＳＭＡＣ」を開発 

2014 年 11 月 折板屋根用 10 度架台「ＳＲ１０」を開発 

2014 年 11 月 ＩＳＯ１４００１認証取得 

2015 年 １月 折板屋根用０度架台「ＳＲ ＺＥＲＯ」を開発 

2015 年 ２月 愛知県北名古屋市久地野権現に名古屋営業所を開設 

2015 年 ３月 株式会社動力（愛知県安城市）を完全子会社化 

2015 年 ４月 産業用設置金具「Ｄキャッチ」を開発 

2015 年 ８月 東京証券取引所ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔへ上場 

2015 年 11 月 国内住宅用太陽電池ラックシステム「スマートラック®ジャイロック」を高島㈱と共同開発 

2015 年 12 月 ＴＡＫグリーンサービス株式会社の株式を取得（子会社化） 

2015 年 12 月 ＴＡＫグリーンサービス株式会社を株式会社動力に商号変更 

2016 年 ２月 有限会社大香電工の株式を取得（子会社化） 

2016 年 ３月 「三菱流通調達適合架台」を開発 

2016 年 ４月 子会社３社（株式会社動力、有限会社大香電工及び株式会社動力）を吸収合併 

2016 年 ９月 「スマートラック®ジャイロック」が 2016 グッドデザイン賞を受賞 

2016 年 11 月 福岡県博多区に九州営業所移転 

2016 年 11 月 産業用野立てラックシステム「Ｄアース」を開発 

2017 年 １月 「古物商」愛知県公安委員会許可 第 54831603800 を取得 

2017 年 ３月 太陽光発電設置件数 累計 12,000 棟 

2017 年 ７月 屋根リフォーム材「Ｃ/ｇｕａｒｄ」取扱開始 

2018 年 ２月 東京都墨田区に東京営業所を移転 

2018 年 ３月 「賃貸住宅管理業者」国土交通大臣登録（第 4794 号） 

2018 年 ４月 営農型太陽光発電システム架台「ＤアースＦａｒｍ」を開発 

2018 年 ４月 重ね式折板架台「ｂｅＭＡＸ」を開発 

2018 年 ９月 太陽光発電の定期利用サービス「ソーラーエネカリ」サービス開始 

2019 年 ３月 ＳＭＡＣシリーズ新製品ラインナップ追加 

2019 年 ３月 太陽光発電設置棟数 累計 16,000 件 
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2019 年 ６月 仙台市泉区に東北営業所を移転 

2020 年 ６月 太陽光パネル設置架台「らくらく置っくん」発売開始 

2021 年 ２月 新型コロナ原因ウィルス滅菌装置「Ｖｉｒｕｓ Ｅｌｉｍｉｎａｔｏｒ」発売開始 

2021 年 ６月 パチンコ玉紫外線滅菌装置「ブルーレーザー」発売開始 

2021 年 12 月 大規模施設向け紫外線空気清浄機「ウイルスエリミネーターＰＲＯ」発売開始 

2022 年 11 月 愛知県安城市にテクニカルラボ（展示・研究施設）を開設 

2023 年 ３月 国内住宅用太陽光電池 ラックレスシステム（スマートラックＢＫ）開発 

2024 年 ３月 ビル屋上設置型太陽光発電用取付架台「Ｄ－ＲＩＳＥ」発売 

2024 年 ９月 アルミ製ハゼ式折版用掴み金具「ＳＭＡＣ ＡＬ」を開発・販売 

2024 年 10 月 屋上水平設置型乾式基礎専用取付架台「Ｄ－ＦＬＡＴ」を開発 

2025 年 ４月 大阪府門真市に関西営業所を開設 

2025 年 ７月 アルミ製ハゼ式折版用勘合立平用掴み金具「ＳＭＡＣ ＡＬ Ｚ」を開発・販売 

2025 年 ９月 アルミ製重ね式折板用ラックレス金具「ＳＭＡＣ Ｚ ８８」を開発・販売 
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３【事業の内容】 
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４【関係会社の状況】 

  その他の関係会社である高島株式会社の状況については第６【経理の状況】１【財務諸表等】（１）【財務

諸表】【注記事項】【関連当事者情報】に記載しているため、記載を省略しております。 

 

５【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 

 2026年３月31日現在  

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

39（３） 40 ８ 4,303 

（注）１．従業員数は就業人員であり、従業員数には使用人兼務役員を含んでおります。 

また、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。  

２. 平均年齢、平均勤続年数は臨時雇用者を除いております。 

３．当社は環境商材販売、施工ならびに架台販売を主体とする環境エネルギー事業の単一セグメントであるた 

め、セグメント別の記載を省略しております。 

 

（２）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 

１．経営方針 

当社は、信頼と実力を兼ね備えた企業となるべく、企業理念を『正義と努力』とし、正しい取引や処 

理を誠実に実践することで社会的責任を果たし全てのステークホルダーが満足をいただき、常に挑戦す 

ることから逃げず誠実に努力を続けております。また、行動指針を『考動力』とし、一人ひとりが主体 

的に考えて、仲間の声に耳を傾け、チームで答えを出して、前に進むことを実践しております。 

当社の事業内容は環境を改善する領域に集中しております。したがって事業を拡大することが経済・ 

社会・環境の各種問題に直接的に貢献できるものと認識し、今後もこの領域を強固にしてまいります。 

また、組織・人材の育成をはかることで企業としても持続的に発展するものと考えております。 

２．経営環境及び対処すべき課題 

2027 年３月期におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や設備投資の堅調さが期待され緩やかな 

回復が見込まれますが、国内外共にインフレ傾向が継続することが予想されるほか、中東情勢による原 

油価格の状況や不安定な各国の経済政策・為替相場など、先行き不透明な状況が続くことが想定できま 

す。 

また、当社を取り巻く事業環境は、カーボンニュートラルへの取組や電気代の高騰などの背景から社 

会全体として再生可能エネルギーとして太陽光発電へのシフトや蓄電池の需要増加は継続的に進むと思 

われます。また、当社のメインターゲットである新築戸建て分野への設置については、当該の住宅着工 

戸数の減少傾向は継続していくものと思われますが、2027 年度から一定程度の住宅を供給するトップラ 

ンナー事業者に対して太陽光発電システムの設置目標が明示されるため、市場拡大に向けた動きが加速 

するものと期待されます。 

当社におきましては、2026 年４月から開始しました中期計画の初年度としてこれまでの基盤強化を活 

かした取り組みを行ってまいります。 

具体的には、下記の取組を実施してまいります。 

（１）新築戸建て住宅をターゲットとした市場への継続アプローチ 

   当社の主力事業として注力しています新築戸建て住宅向けの市場は、政府・地方自治体の各種 

政策の後押しもあり今後も設置率がますます拡大していくものと捉えており、当該市場において 

これまで作り上げてきました高品質の施工対応力を強みに、更に信頼感を向上させ当該市場への 

アプローチを継続的に実施していきます。 

   地域戦略としては、関東においては東京営業所の埼玉への移転(2026 年 5月に実施：関東営業所 

へ名称変更)を機に、更なる施工の機能強化を実施します。主軸の中部においては既存の取引先と 

の関係を更に深化させ拡販を進めるとともに新規得意先の開拓を継続するほか、関西・九州は新 

規得意先の獲得に傾注いたします。また、太陽光発電の施工のみならず当社の差別化できる設置 

用架台製品の販売や蓄電池の施工にも力を入れてまいります。 

（２）産業用太陽光の設置架台の拡販 

当社は近年、屋根への設置を目的とした産業用太陽光発電モジュールの設置架台向け商品を 

次々と開発しており、引き続き商品の開発・改良に取り組むとともに、専門部署において市場の 

開拓・販売を継続いたします。 

（３）人材の底上げ 

将来の成長機会を取り込み、事業を拡大するために必要な資源の一つとして人材の確保が重要 

ととらえております。当社のメインの事業となる建設業においては人材の確保が困難な状況です。 

当社においては、ESG の視点を意識した魅力ある職場づくりを強化します。具体的には、従業員 

の良好なワークライフバランスの実現に取り組みを強化し、環境面では、当社の事業そのものが 

太陽光発電システムの拡販など直接的に社会の環境負荷の低減に結びつく業態でありますが、更 

に一歩進み、自社の炭素排出量の削減に取り組む等、従業員のエンゲージメントを向上させてま 

いります。 

そのうえで、多角的な採用活動での人員の獲得や社員研修の再構築を行い、全社員が成長目標 

に向けて行動するなどの教育の充実をはかり、事業拡大に備えて人材の質・量の底上げを実施し 

てまいります。 
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２【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。 

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努める 

方針ですが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行わ

れる必要があると考えております。 

また、文中の将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであり、実際の結果

とは異なる可能性があります。 

 

（１）当社を取り巻く市場環境について 

当社は、今後も需要が見込まれる太陽光発電市場に対応していくため、太陽光発電関連製品の受注、生

産に積極的に取り組んでまいりますが、再生可能エネルギーの固定買取制度及び各種補助金の動向や電気

事業者の方針・動向によっては、太陽光発電市場が当社の予想に反して十分に拡大せず、その場合には当

社の財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、太陽光発電市場が当社の予想どおり拡大した場合でも、競争激化に伴う販売価格の低下の内容によ

っては、当社の財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）法規制について 

当社は、環境商材販売、施工事業及び架台販売事業を行っており、「建設業法」、「建築基準法」、

「電気工事業の業務の適正化に関する法律」等の法規制を受けており、社内管理体制の整備や各種講習会

に参加して法律知識を取得する等により法令を遵守し販売、施工する努力を行っております。将来これら

の法令の改正や新たな法令規制が制定され当社の事業に適用された場合、当社の事業はその制約を受ける

こととなり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（３）事業許可の更新と事業活動の停止及び取り消し要件について 

当社の環境商材施工事業は国土交通大臣の建設業許可が必要であります。事業許可は、有効期限が５年 

間で、事業継続には許可の更新が必要となります。当社の申請が基準に適合しない場合や、事業活動にお

いて違反行為が生じた場合には、営業の停止又は許可の取り消しという行政処分が下される恐れがありま

す。当社では現在、これらの規制に抵触するような事由は発生しておりませんが、万一、当該基準に抵触

するようなことがあれば、事業活動に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

（４）知的財産権等について 

当社は、自社開発または共同開発により太陽光発電システム向け架台の開発・製造を行っており出願中

の特許権を含めた知的財産及び技術上のノウハウを保有しております。当社は、製品開発に際して特許侵

害のないように注意を払っておりますが、特許侵害の可能性が皆無とはいえません。また、国内外の特許

出願状況、認定状況によっては、当社製品及び事業に関連する特許が成立する可能性があるため、当社が

他社の特許を侵害している、あるいは将来的に侵害する可能性を否定できません。他社から特許侵害の訴

訟を受けた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（５）重大事故発生のリスク 

環境商材販売、施工事業においては、建築現場における安全衛生、工程管理は細心の注意を払っており

ますが、人的若しくは施工物に関する重大な事故が発生した場合は、当社の業績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

（６）製品の陳腐化について 

当社は、開発部において、既存製品の改良と新製品等の開発に取組んでおりますが、万一、当社が想定

していない新技術及び新製品が普及した場合には、当社の提供する製品が陳腐化し、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。また、当社製品の競合先との競争激化による製品価格の引下げは、当社の業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（７）品質管理について 

当社は 2013 年 11 月、品質マネジメントシステム規格の ISO9001 の認証を取得し、万全な品質管理体制

を構築、強化するとともに、製品の品質管理に細心の注意を払ってまいりました。しかし、こうした体制

整備の徹底にも拘わらず、何らかの理由により当社製品に不良が発生し、当該不良を原因として顧客に重

大な事故が発生する等の損害が生じた場合には、社会的信用の低下や顧客に対する損害賠償等により、当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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（８）新規事業について 

新規事業について当社は、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位と捉え、減損会計を適用し、 

事業用固定資産の投資の回収可能性を適時判断しております。当社は減損会計の適用により適時減損兆候

の判定を行い、今後、事業環境の変化等により収益性が著しく低下した場合には、減損損失を計上する可

能性があります。その場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（９）小規模組織であること 

当社は 2008 年 12 月に設立されましたが、社歴が浅く、当事業年度末日現在においても取締役６名、 

従業員 39 名（臨時雇用者数を除く）と少なく、役職員への依存度が高い傾向にあります。 

今後、事業拡大に伴い業務遂行体制の充実を図る予定でありますが、役職員の業務遂行に支障が生じたり、 

役職員が社外に流出した場合には、当社の業務に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（10）特定人物へ依存するリスク 

当社の創業者である、代表取締役社長鈴木竜宏は、会社設立以来の最高経営責任者として、当社の経営

方針や事業戦略の決定をはじめ、営業を中心とする事業推進において重要な役割を担っております。当社

においては、特定人物に依存しない体制を構築すべく、人材の招聘による事業推進体制の整備や職務分掌

及び職務権限規程等により権限委譲を進めており、同氏へ過度に依存しない組織体制の整備を進めており

ますが、同氏に当社の業務遂行上支障をきたす事象が生じた場合、現時点においては当社の事業展開及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（11）人材の確保、育成について 

当社は、事業の拡大とともに、電気施工技術、設計の知識と経験を有する優秀な人材を継続的に確保、

育成していく必要があると認識しており、こうした優秀な人材の採用と技術習得のための教育訓練に積極

的に取り組んでおります。しかし、当社が必要とする技術に精通している人材の採用や育成が十分にでき

なかった場合には、当社の事業の拡大に制限が生じ、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（12）特定地域に対する依存度等について 

当社は主に首都圏及び東海圏での事業展開を行っておりますが、地震等の災害が発生し、本社社屋及び

拠点営業所の損壊などによる営業の一時停止や、道路網の寸断、交通制御装置の破損等により事業の運営

が困難になった場合、あるいは同地域に特定した経済的ダメージが発生し経済環境が悪化した場合には、

社屋及び設備の修繕の必要性や、事業再開のため多額の費用が発生する可能性があり、当社の財政状態ま

たは業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（13）自然災害等について 

想定外の大規模地震・自然災害や火災等の事故災害、感染症の流行、その他の要因による社会的混乱等

が発生したことにより、当社や主要取引先の事業活動の停止または事業継続に支障をきたす事態が発生し

た場合には、当社の経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（14）ストック・オプション行使による株式価値の希薄化について 

当社は、役職員に対するインセンティブを目的としたストック・オプション制度を採用しております。

今後につきましてもストック・オプション制度を活用していくことを検討しており、今後付与される新株

予約権の行使が行われた場合は、保有株式の株式価値が希薄化する可能性があります。なお、当事業年度

末日現在における新株予約権は権利行使期間の終了に伴い、権利行使残数が失効しております。 

 

（15）配当政策について 

当社では、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付けております。しかしながら、

当社は成長拡大の過程にあると考えており、経営基盤の強化及び積極的な事業展開のために内部留保の充

実を図り、財務体質の強化と事業拡大に向けた投資に充当することで、更なる事業拡大を実現することが

株主に対する最大の利益還元につながると考えております。 

将来的には、経営成績及び財政状態を勘案しながら株主への利益の配当を検討する方針でありますが、

配当の実施及びその時期等については当事業年度末現在において未定であります。 
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（16）担当 J-Adviser との契約について 

当社は、㈱東京証券取引所が運営を行なっております証券市場 TOKYO PRO Market の上場企業です。 

当社ではフィリップ証券㈱を 2014 年９月 17 日の取締役会において、担当 J-Adviser に指定する事を決議

し、2014年 11月６日にフィリップ証券㈱との間で、担当 J-Adviser 契約（以下「当該契約」といいます。）

を締結しております。当該契約は、TOKYO PRO Market における当社株式の新規上場及び上場維持の前提と

なる契約であり、当該契約を解除し、かつ、他の担当 J-Adviser を確保できない場合、当社株式は TOKYO 

PRO Market から上場廃止となります。当該契約における契約解除に関する条項及び契約解除に係る事前催

告に関する事項は以下のとおりです。 

なお、当事業年度末現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。 

 

 

＜J-Adviser 契約解除に関する条項＞ 

当社（以下「甲」という。）が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ証券㈱（以下「乙」という。）

は J-Adviser 契約（以下「本契約」という。）を即日無催告解除することができる。 

（１） 債務超過 

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内に債務超過の状態から脱却しえ

なかったとき、すなわち債務超過の状態となった事業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する日

（当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該 1 年を経過する日の後最初に到

来する事業年度の末日）までの期間（以下この項において「猶予期間」という。）において債務超過の状態

から脱却しえなかった場合。但し、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続又は私的整理に関

するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該 1

年を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態から脱却することを計画している場合（乙が適当

と認める場合に限る。）には、２年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算して２年を経過する日

（猶予期間の最終日の翌日から起算して１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当

該１年を経過する日後最初に到来する事業年度の末日）までの期間内）に債務超過の状態から脱却しえな

かったとき。 

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、猶予期間の最終日の属する連結会計年度（甲

が連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度）に係る決算の内容を開示するまでの間におい

て、再建計画（本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画を含む。）を公表して

いる甲を対象とし、甲が提出する当該再建計画並びに次のａ及びｂに定める書類に基づき行う。 

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）の場合の区分に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に規定する書面 

（ａ） 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面 

（ｂ） 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を   

行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した 

書面 

ｂ 本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画の前提となった重要な事項等

が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

（２） 銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった旨の報

告を書面で受けた場合 
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（３） 破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（甲が、法

律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生手続

を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、

次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必

要とするに至った場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる

場合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づか

ない整理を行う場合 

甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困

難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しく

は大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行

った場合、甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受け

た日（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日） 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済

に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁

済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の 100分の 10に相当する額以上である場合に限る。） 

甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

（４） 前号に該当することとなった場合においても、以下に定める再建計画の開示を行った場合には、原則と    

 して本契約の解除は行わないものとする。 

再建計画とは次のａないしｃの全てに該当するものをいう。 

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当すること。 

（ａ） 甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること。 

（ｂ） 甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。 

ｂ 当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること。 

（ａ）当該上場有価証券の全部を消却するものでないこと。 

（ｂ）前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなされて

いること及びそれを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当 

 でないと認められるものでないこと。 

（５） 事業活動の停止 

甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合をいう）又 

はこれに準ずる状態になった場合。 

なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が事業活動を停止した

場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該

ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全 

部又は一部として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がそ

の効力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日 

（ａ） TOKYO PRO Market の上場株券等 

（ｂ） 上場株券等が、その発行者である甲の合併による解散により上場廃止となる場合 当該合併に

係る新設会社若しくは存続会社又は存続会社の親会社（当該会社が発行者である株券等を当該

合併に際して交付する場合に限る。）が上場申請を行い、速やかに上場される見込みのある株

券等 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会（普 

 通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決

議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含

む。）についての書面による報告を受けた日） 

 ｃ 甲が、前ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（（３）ｂの規定の適用を受ける場 

    合を除く。）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日。 
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（６） 不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為（ⅰ非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ 非上場会

社を子会社化する株式交付、ⅲ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅳ 非上場会社からの事業の

譲受け、ⅴ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅵ 他の者への事業の譲渡、ⅶ 非上場会社との業務上の

提携、ⅷ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅸ その他非上場会社の吸収合併又はこれらⅰ 

からⅷまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）を行った場合で、甲が実質的な存続会社でないと乙 

が認めた場合。 

（７） 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により支配株主が異動した場合（当該割当により支配株主が異動した場合及び当該割当により交

付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合）において、支配株主との

取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき。 

（８） 有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等につき、法令及び上場規程

等に定める期間内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合。 

（９） 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書については 

 「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、甲の責めに帰すべからざる事由によるも 

 のである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

（10） 法令違反及び上場規程違反等 

甲が重大な法令違反又は上場規程に関する重大な違反を行った場合。 

（11） 株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を㈱東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しな

いこととなることが確実となった場合。 

（12） 株式の譲渡制限 

甲が当該銘柄に係る株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

（13） 完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合。 

（14） 指定振替機関における取扱い 

甲が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合。 

（15） 株主の権利の不当な制限 

株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとして、甲が次の a から g までのいずれかに掲げる行

為を行っていると乙が認めた場合でかつ株主及び投資者の利益を侵害するおそれが大きいと乙が認める場合、

その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた場合。 

a 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する 

 買収防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約

権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割

り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。） 

b ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不 

 発動とすることができないものの導入 

c 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を 

  要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である甲の主要な事業を行ってい 

 る子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行する場合に 

 おいて、当該種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認めるときは、甲 

 が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するも 

 のとして取り扱う。）。 

d 上場株券等について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取締役の過半数の選 

 解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定。 

e 上場株券等より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について株主総会において一個 

 の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受ける権利 

 の価額等が上場株券等より低い株式をいう。）の発行に係る決議又は決定。 

f 議決権の比率が 300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。ただし、株主及び投資者の利益を侵害 

 するおそれが少ないと乙が認める場合は、この限りでない。 

g 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係 

 る決議又は決定。 
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（16） 全部取得 

甲が当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 

（17） 反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO Market に対する

株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。 

（18） その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙もしくは㈱東京証券取引所が当該銘柄の上場廃止を適当と認

めた場合。 

 

 

  ＜J-Adviser 契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

 1. いずれかの当事者が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、相手方は、 

  相当の期間（特段の事情のない限り１ヵ月とする。）を定めてその違反の是正又は義務の履行を書面で催告し、 

  その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を解除することができる。 

 

 2．前項の定めにかかわらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することができる。 

  また、いずれかの当事者から相手方に対し、１ヵ月前に書面で通知することにより本契約を解除することが

できる。 

 3．契約解除する場合、特段の事情のない限り乙は、あらかじめ本契約を解除する旨を㈱東京証券取引所に通知 

 しなければならない。 

 

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

（１）経営成績等の状況の概要 

    当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という） 

   の状況の概要は次のとおりであります。 

  

①経営成績の状況 

当事業年度（2025 年４月１日から 2026 年３月 31 日）におけるわが国経済は、底堅く推移する企業の設 

備投資や個人所得の増加傾向による内需の堅調さにより、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方

で、不安定な為替相場やインフレ圧力、米国の関税政策の動向や中東・ウクライナ情勢等の地政学的リス

クもあり先行きの不透明感は増している状況となっています。 

当社が大きく影響を受ける戸建住宅向け太陽光発電市場においては、戸建住宅の着工棟数は ①建築コ

スト増による販売価格の高騰や住宅ローン金利の上昇 ②対象外となっていた住宅の建築確認申請の義務

化前の駆込みによる反動等により減少傾向が継続しているため、新築住宅向け太陽光の設置件数も伸び悩

みの傾向にあります。一方、政府の方針である「2050 年カーボンニュートラル」の実現に向け新築住宅に

おける太陽光発電システムの設置は 2030 年までに６割を目指す方向です。そのため新築住宅の搭載率は増

加傾向となっており、中長期的には市場の拡大が見込まれます。 

このような環境の中、当社は、①2025 年４月に関西営業所を開設して営業地域を拡大し営業機会を増大

させ、②広域展開する既存の取引先に対する拡販を進めるとともに新規得意先の開拓を継続しました。ま

た、③設置用架台についてはラインナップを充実し産業用・住宅用ともに市場へのアプローチを強化しま

した。一方、広島を中心とした中国地方においては受注が苦戦している状況が継続していたこともあり、

期中に事務所の閉鎖を実施いたしました。 

このような結果、市場における新築戸建て住宅の減少の影響があったものの、売上高は 1,244,814 千円

（前期比 13.6％増）、営業利益は 7,619 千円（前期は営業損失 57,368 千円）となりました。経常利益は

23,913 千円（前期は経常損失 45,146 千円）、当期純利益は 22,912 千円（前期は当期純損失 49,250 千円）

となりました。 

なお、当社の事業は環境商材販売、施工ならびに架台販売を主体とする環境エネルギー事業を行ってお

り、単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しています。 
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②財政状態の状況 

（流動資産） 

     当事業年度末における流動資産の残高は 446,837 千円となり、前事業年度末に比べ 23,129 千円の減少

となりました。これは主に現金及び預金の減少 53,061千円、完成工事未収入金の増加 21,810千円、商品

及び製品の増加 9,259 千円によるものであります。 

   （固定資産） 

     当事業年度末における固定資産の残高は 124,055 千円となり、前事業年度末に比べ 64,448 千円の増加

となりました。これは主に土地の増加 65,174 千円によるものであります。   

（流動負債） 

     当事業年度末における流動負債の残高は 204,621 千円となり、前事業年度末に比べ 22,569 千円の増加

となりました。これは主に未成工事受入金の増加 4,235千円、賞与引当金の増加 5,851千円、未払消費税

等の増加 14,397 千円によるものであります。 

   （固定負債） 

     当事業年度末における固定負債の残高は 103,650千円となり、前事業年度末に比べ 4,161千円の減少と

なりました。これは長期預り金の減少 4,161 千円によるものであります。 

    (純資産） 

     当事業年度末における純資産の残高は 262,621 千円となり、前事業年度末に比べ 22,912 千円の増加と

なりました。これは当期純利益の計上による利益剰余金の増加 22,912 千円によるものであります。 

 

当社におきましては、2026 年４月から開始しました中期計画の初年度としてこれまでの基盤強化を活か

した取り組みを行ってまいります。具体的には、①高品質の施工対応力を強みに、新築戸建て住宅をター

ゲットとした市場へのアプローチを継続し、②当社の差別化できる設置用架台製品の販売や蓄電池の施工

にも力を入れてまいります。また、地域戦略として③2026 年４月に東京営業所の埼玉への移転(関東営業

所)を機に、施工の機能強化を実施します、④その他、主軸の中部営業所は既存の取引先との関係を更に深

化させ拡販を進めるとともに新規得意先の開拓を継続するほか、関西・九州営業所は新規得意先の獲得に

傾注いたします。また、設置用架台については継続的に開発・改良を行い、中でも産業用架台については

専門部署において市場の開拓・販売を継続いたします。 

以上を踏まえまして 2027 年３月期の見通しとしましては、売上高 1,300 百万円、営業利益 30 百万円、

当期純利益 30 百万円を見込んでいます。 

 

③キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、257,185千円で前事業年度

末と比べて 53,061 千円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下のとおり

であります。      

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は 14,611千円(前期は 43,113千円の使用)となりました。これは主に税引前 

当期純利益 23,980 千円の計上、売上債権の増加額 28,460 千円、未払消費税等の増加額 14,397 千円の計上

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 67,673 千円(前期は 893 千円の使用)となりました。これは主に有形固 

定資産の取得による支出 67,101 千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の増減はありませんでした（前期は 10,000 千円の獲得）。 
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④生産、受注及び販売の実績 

当社は、環境商材販売、施工ならびに架台販売事業を主体とする環境エネルギー事業の単一セグメント

であるため、セグメント別の記載に代えて事業部門別に記載しております。 

 

 a 生産実績 

該当事項はありません。 

 

   b 受注実績 

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

事業部門の名称 
受注高 受注残高 

金額(千円) 前年同期比(％)  金額(千円) 前年同期比(％) 

環境商材販売、施工事業 1,086,194 107.1  62,862 95.0 

合計 1,086,194 107.1  62,862 95.0 

（注）１．架台販売事業は、受注から販売までの所要日数が短く、常に受注残高は僅少であります。 

また、期中の受注高と販売実績がほぼ対応するため、記載を省略しております。 

  

    c 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

事業部門の名称 

当事業年度 

（自 2025 年４月１日 

   至 2026 年３月 31 日） 

前年同期比
（％） 

 環境商材販売、施工事業（千円） 921,599 96.8 

架台販売事業（千円） 323,214 223.5 

合計（千円） 1,244,814 113.6 

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度の末日現在において判断したものであります。 

 

①重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており 

ます。この財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用

の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、

過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これ

らの見積りと異なる場合があります。 

 

②当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容 

「３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】（１）経営成績等の状況

の概要①経営成績の状況、③キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。 

 

③当事業年度の財政状態の分析 

「３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】（１）経営成績等の状況

の概要②財政状態の状況」をご参照下さい。 

 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 
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５【研究開発活動】 

当事業年度において、新事業に関する研究開発費及び新製品に関する研究開発費として、4,158千円を計

上しております。 

当社は単一セグメントでありますので、セグメント別の記載を省略しております。 

 

 

 

第４【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

  当事業年度中に実施した設備投資等の総額は 65,838 千円で、内訳は主に社員用駐車場としての本社隣地の

取得 65,174 千円であります。 

  当事業年度の設備投資については、架台の新商品の開発等に係る設備投資を実施しております。 

 

２【主要な設備の状況】 

                                       2026 年３月 31 日現在   

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 

（人） 
機械及び装置 

及び 

車両運搬具 

工具、器具 

及び備品 
土地 合計 

本社 

(愛知県安城市) 

本社 

事務所 
224 550 ― 774 20（２） 

本社 

駐車場 
― ― 

65,174 

【330 ㎡】 
65,174 ― 

（注）１．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外数で記載しております。 

２．当社は環境商材販売、施工ならびに架台販売を主体とする環境エネルギー事業の単一セグメントであるため、 

セグメント別の記載を省略しております。 

      ３．上記の他、主要な賃借をしている設備として以下のものがあります。 

 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

年間賃借料 

（千円） 

本社 

（愛知県安城市） 

本社 

事務所 
2,336 

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

新設、除却の計画はございません。 
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第５【発行者の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

記名・無記

名の別、 

額面・無額

面の別 

及び種類 

発行可能 

株式総数

（株） 

未発行 

株式数 

（株） 

事業年度末 

現在発行数

（株） 

(2026 年 

３月 31 日) 

公表日現在 

発行数 

（株） 

(2026 年 

６月 29 日) 

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 8,000,000 5,934,000 2,066,000 2,066,000 
東京証券取引所 

（TOKYO PRO Market） 

単元株式数 

100 株 

計 8,000,000 5,934,000 2,066,000 2,066,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

（株） 

発行済株式 

総数残高 

（株） 

資本金 

増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 

増減額 

（千円） 

資本準備金 

残高 

（千円） 

2018年６月29日 

（注） 
― 2,066,000 892 20,000 ― ― 

（注）2018 年６月 29 日開催の定時株主総会決議により、同日付で利益剰余金から 892 千円を資本金へ組入れております。 

 

（６）【所有者別状況】 

 2026年３月31日現在   

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の 

状況(株) 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 
金融商品 

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数

（人） 
― ― ― 2 ― ― 3 5 ― 

所有 

株式数 

（単元） 

― ― ― 3,102 ― ― 17,558 20,660 ― 

所有株式

数の割合

（％） 

― ― ― 15.01 ― ― 84.99 100 ― 

（注）自己株式 161,000 株は「個人その他」に 1,610 単元含まれております。 
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（７）【大株主の状況】 

2026年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数 
（自己保有株式を除
く）に対する所有 
株式数の割合（％） 

鈴木 竜宏 愛知県高浜市 1,564,800 82.14 

高島株式会社 
東京都千代田区神田駿河台２丁目２  

御茶ノ水杏雲ビル 13 階 
310,000 16.27 

神原 崇之 愛知県安城市 30,000 1.58 

東海共立鋼業株式会社 愛知県名古屋市南区天白町５丁目 31 200 0.01 

計 ― 1,905,000 100.00 

（注）上記のほか、当社所有の自己株式 161,000 株があります。 

 

（８）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 2026年３月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 161,000 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,905,000 19,050 

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標

準となる株式であり、

単元株式数は100株で

あります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 2,066,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,050 ― 

 
②【自己株式等】 

 2026 年３月 31 日現在 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数        

（株） 

他人名義 

所有株式数 

（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％） 

（自己保有株式） 

  株式会社 動力 
愛知県安城市 

三河安城東町２丁目３番地１０ 
161,000 ― 161,000 7.79 

計 ― 161,000 ― 161,000 7.79 

 

（９）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 
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２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  普通株式 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 
 

当事業年度 当期間 

株式数 

（株） 

処分価額の 

総額（円） 

株式数 

（株） 

処分価額の 

総額（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係

る移転を行った取得自己株式 
― ― ― ― 

その他（-） ― ― ― ― 

保有自己株式数 161,000 ― 161,000 ― 

    

 

３【配当政策】 

当社では、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付けております。しかしながら、当

社は成長拡大の過程にあると考えており、経営基盤の強化及び積極的な事業展開のために内部留保の充実を

図り、財務体質の強化と事業拡大に向けた投資に充当することで、更なる事業拡大を実現することが株主に

対する最大の利益還元につながると考えております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会でありま

す。 

なお、当事業年度の配当につきましては、内部留保資金の確保のため実施しておりません。内部留保資金に

つきましては、企業体質強化、将来の事業展開のための資金等に充当してまいります。 

今後の配当につきましては、財政状態、経営成績及び今後の事業計画を勘案し内部留保とのバランスを図

りながらその実施を検討する所存であります。 
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４【株価の推移】 

 （１）【最近３年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第 16 期 第 17 期 第 18 期 

決算年月 2024 年３月 2025 年３月 2026 年３月 

最高（円） ― ― ― 

最低（円） ― ― ― 

（注）１．最高、最低の株価は東京証券取引所 TOKYO PRO Market における取引価格であります。 

（注）２．2015 年９月以降について売買実績がないため記載しておりません。 

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 2025 年 10 月 11 月 12 月 2026 年 1 月 ２月 ３月 

最高（円） ― ― ― ― ― ― 

最低（円） ― ― ― ― ― ― 

（注）１．最高、最低の株価は東京証券取引所 TOKYO PRO Market における取引価格であります。 

（注）２．2015 年９月以降について売買実績がないため記載しておりません。 
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５【役員の状況】 

 男性７名 女性―名 （役員のうち女性の比率―％）  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

報酬 

（千

円） 

所有 

株式数 

（株） 

代表 

取締役 
社長 鈴木 竜宏 1971年11月11日 

1994年４月 株式会社サンリオ入社 

（注）

１ 

（注）

４ 
1,564,800 

 （現 株式会社エスアンドピー） 

1998年５月 株式会社屋根技術研究所入社 

2008年12月 当社設立 

 当社 代表取締役社長就任（現任） 

常務 

取締役 
開発部長 神原 崇之 1973年12月７日 

1996年４月 宮政瓦工業株式会社入社 

（注）

１ 

（注）

４ 
30,000 

1998年４月 株式会社屋根技術研究所入社 

2010年４月 当社入社 開発部 課長 

2013年４月 当社 開発部長 

2014年５月 当社 取締役就任 

2014年５月 当社 開発本部長 

2021年６月 当社 常務取締役就任（現任） 

2023年４月 当社 開発部長就任（現任） 

取締役 市場開発部長 芦原 清一郎 1973年９月14日 

1997年４月 株式会社芦原建設入社 

（注）

１ 

（注）  

４ 
―  

1999年４月 今泉建設株式会社入社 

2001年９月 株式会社芦原建設入社 

2004年12月 TAKグリーンサービス株式会社入社 

2009年４月 同社 九州営業部長 

2012年４月 同社 四国営業部長 

2013年４月 同社 西日本統括部長 

2015年６月 同社 取締役 

2016年４月 当社 執行役員 西日本営業部統括部長 

2017年６月 当社 取締役就任（現任） 

2017年６月 当社 西日本営業部統括部長 

2020年４月 当社 東日本営業部統括部長 

2023年４月 当社 市場開発部長就任（現任） 

取締役 管理部長 横山 浩司 1969年５月15日 

1993年４月 高島株式会社入社 

（注）

１ 

（注）  

４ 
― 

2009年７月 TAKグリーンサービス株式会社 管理部長 

2017年10月 当社 管理課長 

2020年４月 当社 管理本部長 

2021年６月 当社 取締役就任（現任） 

2023年４月 当社 管理部長就任（現任） 

取締役 営業部長 平田 誠 1980年４月８日 

2005年９月 株式会社モンテローザ入社 

（注）

１ 

（注） 

４ 
― 

2008年４月 株式会社ｅライフ入社 

2013年４月 TAKグリーンサービス株式会社入社 

2016年４月 当社 名古屋営業所所長 

2019年４月 当社 中日本営業部統括部長 

2020年４月 当社 中・西日本営業部統括部長 

2023年４月 当社 営業部長（現任） 

2023年６月 当社 取締役就任（現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

報酬 

（千

円） 

所有 

株式数 

（株） 

取締役

(非常勤) 
─ 田中 仰 1968年12月10日 

1991年４月 ボクスイ株式会社入社 

（注）

２ 
― ― 

1994年４月 高島株式会社入社 

2008年４月 高島株式会社 

四国営業所長 

2013年４月 高島株式会社 

ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ東京ﾕﾆｯﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

2018年４月 高島株式会社 

ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ事業推進統括部長 

兼東京ﾕﾆｯﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

2021年４月 高島株式会社 

ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ事業推進統括部長 

2022年４月 新エネルギー流通システム株式会社  

取締役就任（現任） 

2024年４月 高島株式会社 

執行役員  

ｴﾈﾙｷﾞｰ事業統括部長（現任） 

2025年２月 株式会社サンワシステム 

取締役就任（現任） 

2025年11月 当社 社外取締役就任（現任） 

2026年４月 
株式会社DG Takashima 

代表取締役就任（現任） 

2026年６月 
HITエンジニアリング株式会社 

  取締役就任（現任） 

監査役

(非常勤) 
─ 深谷 雅俊 1974年８月19日 

1998年10月 監査法人伊東会計事務所入所 

（注）

３ 

（注） 

４ 
― 

2002年４月 公認会計士登録 

2007年８月 あずさ監査法人入所 

（現 有限責任あずさ監査法人） 

2008年８月 深谷会計事務所開設 

代表者就任（現任） 

2009年１月 株式会社買取王国 

社外監査役就任 

2014年５月 当社 社外監査役就任（現任） 

2016年５月 株式会社買取王国 

社外取締役監査等委員就任（現任） 

2022年８月 

 

株式会社ＦＲＣ 

代表取締役就任（現任） 

2025年９月 

 

ＫｅｅＰｅｒ技研株式会社 

社外取締役監査等委員就任（現任） 

計 44,954 1,594,800 

（注）１．任期は、2025 年３月期に係る定時株主総会終結の時から 2027 年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

   ２．任期は、2025年 11月の臨時株主総会終結の時から 2027 年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

   ３．監査役の任期は、2023年３月期に係る定時株主総会終結の時から 2027 年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

   ４．2026年３月期における役員報酬の総額は44,954千円を支給しております。 

５．田中仰氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。  

６．深谷雅俊氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は以下の通りです 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを企業経営の重要事項と位置付けております。株主をはじめ多様

なステーク・ホルダーとの適切な関係を維持し、社会に対する責任を果たしながら事業活動を行うこと

が、長期的な業績向上や持続的成長の目的達成に最も重要な課題のひとつと考えております。コーポレ

ート・ガバナンスの機能を充実させ、透明性と公正性の高い経営を確立することは当社の重要な基本的

責務です。 

このため、当社は取締役会を中心とした経営監督・監視機能を強化し、内部統制・リスク管理等の問

題に対処するため、コーポレート・ガバナンス体制を整備し、持続的発展を第一義に考えた事業運営を

行うこととしております。 

②会社の機関の内容 

イ．取締役会 

当社の取締役会は常勤取締役５名、非常勤取締役１名で構成されており、会社の経営上の意思決 

定機関として取締役会規程に則して、経営方針やその他の重要事項について審議、意思決定を行う 

ほか、取締役による職務執行状況を確認しております。取締役会は毎月 1回定期的に開催するほか、 

必要に応じて、随時開催しております。また、監査役が取締役会に出席し、適宜意見を述べること 

で、経営に対する適正な牽制機能が果たされております。 

ロ．監査役 

当社は社外監査役を 1名選任しており、取締役会への出席を含め、会社業務及び会計の監査を実施 

するとともに、取締役や代表取締役の業務執行を適正性及び適法性の観点から監査しております。 

ハ．会計監査 

当社は、監査法人コスモスと監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関する 

有価証券上場規程の特例」第 128 条第３項の規定に基づき監査を受けております。なお 2026 年３月 

期において監査を執行した公認会計士は岩村豊正氏、杉江明俊氏の２名であり、いずれも継続監査 

年数は７年以内であります。また当該監査業務にかかる補助者は公認会計士３名その他１名であり 

ます。 

なお当社と監査に従事する監査法人、公認会計士及びその補助者との間には特別の利害関係はあり 

ません。 

③内部統制システムの整備の状況 

   業務を合理的に分担することで、特定の組織ならびに特定の担当者に業務や権限が集中することを回

避し、内部牽制機能が適切に働くよう努めております。 

株主総会 

取締役会 

代表取締役 内部監査担当 

監査法人 

各 部 門 顧問弁護士 

選任・解任 

選定・解職 

・監督 

指示 報告 

報告 

報告 

指示 

報告 

連携 
連携 

連携 

会計監査 

監査 

指導･助言 

選任・解任 

報告 

監査役 
監査 

選任・解任 
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④内部監査及び監査役の状況 

当社の内部監査は、管理部長が内部監査担当者として実施し、管理部の内部監査は、代表取締役

が指名する内部監査担当者が実施しており、相互に牽制する体制をとっております。監査結果は、

代表取締役及び被監査部門に報告されるとともに、被監査部門に対して改善指示を行い、改善状況

を継続的に確認しております。 

また、監査役は、内部監査担当者より監査実施状況について随時報告を受けるとともに代表取締

役及び監査法人と定期的に意見交換を行い、取締役会出席以外の場においても課題・改善事項につ

いて情報共有し、監査役監査の実効性を高めることと致しております。 

⑤リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として管理部が情報の一元化を行っております。ま

た、当社は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の

参考とするためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

⑥社外取締役及び社外監査役の状況 

当社は社外取締役１名及び社外監査役１名を選任しております。社外取締役は、社内取締役に対する

監督、見識に基づく経営への助言を通じ、取締役会の透明性を担っており、また社外監査役は、経営に

対する監視、監督機能を担っております。 

社外取締役田中仰氏は、当社の主要な取引先であり、資本関係が存在する高島株式会社の使用人であり

ます。  

社外監査役深谷雅俊氏は、当社との間には人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係

はありません。 

なお、当社は、社外取締役または社外監査役の独立性に関する基準または方針について特段の定めは

ありませんが、選任に際しては、客観的、中立の経営監視機能が十分に発揮されるよう、取引関係等を

考慮した上で、選任を行っております。 

⑦ 役員報酬の内容 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額 

（千円） 
対象となる 

役員の員数 

（人） 基本報酬 賞与 
ストック 

オプション 

取締役（社外取締役を除く） 41,954 41,954 ― ― ５ 

監査役（社外監査役を除く） ― ― ― ― ― 

社外役員 3,000 3,000 ― ― １ 

⑧役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

    当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。 

⑨取締役及び監査役の定数 

当社の取締役は７名以内、監査役は３名以内とする旨を定款で定めております。 

⑩取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款

で定めております。 

⑪株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第 309 条第２項に定める株主総会の特別決議要件

について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。 

⑫自己株式の取得 

当社は、会社法第 165 条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得すること

ができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可

能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 

⑬中間配当に関する事項 

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第 454 条第５項の定めに基づき、取締

役会の決議により中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 
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⑭取締役及び監査役の責任免除 

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環境を整備するため、会社法第 426

条第１項の規定により、任務を怠った取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であっ

たものを含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除できる旨を定款に

定めております。 

⑮社外取締役及び社外監査役との責任限定契約の内容の概要 

当社は、会社法第 427 条第１項の規定に基づき、田中仰氏及び深谷雅俊氏との間で同法第 423 条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法

令が定める最低限度額としております。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役ま

たは社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られま

す。 

 

（２）【監査報酬の内容等】 

①【監査法人に対する報酬の内容】 

最近事業年度 

監査証明業務に基づく報酬（千円） 非監査業務に基づく報酬（千円） 

7,500 ― 

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

③【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】 

当社の事業規模等を勘案して監査報酬額を決定しております。 
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第６【経理の状況】 

 

１ 財務諸表の作成方法について 

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省令第 59

号）及び「建設業法施行規則」（昭和 24 年建設省令第 14 号）に基づいて作成しております。 

（２）当社の財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特

例の施行規則」第 116条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 128条第３ 

項の規定に基づき、当事業年度（2025 年４月１日から 2026 年３月 31 日まで）の財務諸表について、監査

法人コスモスにより監査を受けております。 

 

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

 

①【貸借対照表】 
  （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

  （2025 年３月 31 日） （2026 年３月 31 日） 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 310,246 257,185 

  売掛金    ※２   19,932    ※２   26,583 

  完成工事未収入金 ※２    74,849 ※２    96,659 

  未成工事支出金 34,403 31,181 

  商品及び製品 12,921 22,181 

  原材料及び貯蔵品 351 56 

  前渡金 ― 7,253 

  前払費用 7,069 5,506 

  その他 10,992 230 

  貸倒引当金 △800 ― 

 流動資産合計 469,967 446,837 

 固定資産   

有形固定資産   

   建物（純額） 5,161 4,648 

   機械及び装置（純額） 280 224 

   車両運搬具（純額） 0 687 

   工具、器具及び備品（純額） 3,398 2,916 

   土地 ― 65,174 

有形固定資産合計 ※１    8,840 ※１    73,651 

無形固定資産   

特許権 791 541 

ソフトウエア 180 120 

無形固定資産合計 971 661 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 80 80 

   出資金 182 182 

   長期前払費用 13,116 12,375 

差入保証金 ※２   35,836 ※２   36,495 

保険積立金 383 433 

その他 196 176 

投資その他の資産合計   49,794   49,742 

 固定資産合計 59,606 124,055 

資産合計 529,573 570,893 
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  （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

  （2025 年３月 31 日） （2026 年３月 31 日） 

負債の部   

流動負債   

  買掛金 ※２   12,603 ※２   12,088 

  工事未払金 ※２   54,774 ※２   53,920 

 短期借入金  ※３   60,000 ※３   60,000 

  未払金 4,371 4,158 

未払費用 19,154 19,546 

  未払法人税等 441 1,068 

  未払消費税等 ― 14,397 

  未成工事受入金 11,921 16,156 

  預り金 10,376 7,785 

  賞与引当金 8,148 14,000 

  その他 260 1,499 

  流動負債合計 182,052 204,621 

固定負債   

  長期借入金 100,000 100,000 

  長期預り金 7,812 3,650 

 固定負債合計 107,812 103,650 

負債合計 289,864 308,271 

純資産の部   

  株主資本   

   資本金 20,000 20,000 

利益剰余金   

 その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 241,926 264,839 

利益剰余金合計 241,926 264,839 

自己株式 △22,218 △22,218 

    株主資本合計 239,708 262,621 

純資産合計 239,708 262,621 

負債純資産合計 529,573 570,893 
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②【損益計算書】 

 
  （単位：千円） 

  前事業年度 当事業年度 

  

（自 2024年４月１日 

至 2025年３月31日） 

（自 2025年４月１日 

至 2026年３月31日） 

売上高 ※１  1,096,197 ※１  1,244,814 

売上原価 ※１   803,048 ※１   892,340 

売上総利益 293,148 352,474 

販売費及び一般管理費 ※２   350,517 ※２   344,854 

営業利益又は営業損失（△） △57,368 7,619 

営業外収益   

 受取利息 231 685 

受取配当金 1 1 

 為替差益 ― 1,027 

 補助金収入 12,408 9,474 

  預り保証金精算益 ― 4,161 

 雑収入 1,143 2,327 

 営業外収益合計    13,785    17,677 

営業外費用   

 支払利息 1,255 1,383 

 為替差損 307 ― 

 営業外費用合計 1,563 1,383 

経常利益又は経常損失（△） △45,146 23,913 

特別利益   

 固定資産売却益 ― ※３     66 

 新株予約権戻入益 ※５     483 ― 

 特別利益合計 483 66 

特別損失   

 固定資産除却損    ― ※４      0 

 特別損失合計 ― 0 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △44,663 23,980 

法人税、住民税及び事業税 △960 1,068 

法人税等調整額 5,547 ― 

法人税等合計 4,587 1,068 

当期純利益又は当期純損失（△） △49,250 22,912 
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【製造原価明細書】 

区分 

前事業年度 

（自 2024年４月１日 

至 2025年３月31日） 

当事業年度 

（自 2025年４月１日 

至 2026年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

Ⅰ材料費 411,305 52.5 543,259 61.1 

Ⅱ労務費 37,608 4.8 39,381 4.4 

Ⅲ外注費 321,299 41.0 291,507 32.8 

Ⅳ経費 12,660 1.6 14,970 1.7 

  当期総製造費用 782,872 100.0 889,118 100.0 

  期首仕掛棚卸高 54,578  34,403  

  期末仕掛棚卸高 34,403  31,181  

計 803,048  892,340  

（注）原価計算の方法は、生産形態の実態に応じて個別原価計算又は総合原価計算を採用しております。 



34 

 

③【株主資本等変動計算書】 

   前事業年度（自 2024 年４月１日  至 2025年３月 31 日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

新 株  

予 約 権  

純 資 産  

合 計  資本金 

利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

利益剰余金 利益 

剰余金 

合計

 

繰越 

利益剰余金 

当期首残高  20,000 291,177 291,177 △22,218 288,959 483 289,442 

当期変動額        

新株予約権の失効      △483 △483 

当期純損失(△)  △49,250 △49,250  △49,250  △49,250 

当期変動額合計 ― △49,250 △49,250 ― △49,250 △483 △49,733 

当期末残高 20,000 241,926 241,926 △22,218 239,708 ― 239,708 

 

当事業年度（自 2025 年４月１日  至 2026 年３月 31 日） 

（単位：千円） 

 株主資本 

純 資 産  

合 計  資本金 

利 益 剰 余 金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

利益剰余金 利益 

剰余金 

合計

 

繰越 

利益剰余金 

当期首残高  20,000 241,926 241,926 △22,218 239,708 239,708 

当期変動額       

当期純利益  22,912 22,912  22,912 22,912 

当期変動額合計 ― 22,912 22,912 ― 22,912 22,912 

当期末残高 20,000 264,839 264,839 △22,218 262,621 262,621 
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

 
  （単位：千円） 
     前事業年度     当事業年度 

  

（自 2024年４月１日 

  至 2025年３月31日） 

（自 2025年４月１日 

  至 2026年３月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △44,663 23,980 

 減価償却費 3,180 2,667 

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 800 △800 

 受取利息及び受取配当金 △233 △687 

 支払利息 1,255 1,383 

 固定資産売却益 - △66 

 固定資産除却損 - 0 

 売上債権の増減額（△は増加） 45,364 △28,460 

 棚卸資産の増減額（△は増加） 15,614 △5,742 

 仕入債務の増減額（△は減少） △17,376 △1,368 

 未払消費税等の増減額（△は減少） △9,411 14,397 

 前渡金の増減額（△は減少） - △7,253 

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △21,571 4,235 

 賞与引当金の増減額（△は減少） △2,859 5,851 

 その他 △6,056 7,699 

 小計 △35,957 15,837 

 利息及び配当金の受取額 189 599 

 利息の支払額 △1,255 △1,383 

 法人税等の支払額 △6,090 △441 

 営業活動によるキャッシュ・フロー △43,113 14,611 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △555 △67,101 

 差入保証金の回収による収入 124 848 

 差入保証金の差入による支出 △461 △1,419 

投資活動によるキャッシュ・フロー △893 △67,673 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △90,000 0 

長期借入による収入 100,000 - 

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,000 0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △34,006 △53,061 

現金及び現金同等物の期首残高 344,253 310,246 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  310,246 ※  257,185 
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【注記事項】  

（重要な会計方針） 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

    その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）棚卸資産 

      未成工事支出金 

個別法による原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方法）を採用

しております。 

    商品 

最終仕入原価法に基づく原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方

法）を採用しております。 

      製品 

先入先出法による原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方法）を

採用しております。 

原材料 

先入先出法による原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方法）を

採用しております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方

法）を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

      定率法によっております。ただし、建物及び 2016 年４月１日以降取得した建物附属設備は定額法に

よって             よっております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    

 

 

 

 

（２）無形固定資産 

      定額法によっております。 

なお、特許権については８年、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処 

理しております。 

４．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

当社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に対応す 

る額を計上しております。 

（２）貸倒引当金 

当社は売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

５．収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な 

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

  

建物 

機械及び装置 

車両運搬具 

工具、器具及び備品 

15～24年 

17 年 

２ ～６年 

２～15年 
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  （未適用の会計基準） 

   ・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第 34 号 2024 年９月 13 日 企業会計基準委員会） 

   ・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 33 号 2024 年９月 13 日 企業会計基

準委員会）等 
 
   （１）概要 

      企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、

借手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際

的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS 第 16 号の単一の会計処理モデルを

基礎とするものの、IFRS 第 16 号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れる

ことにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS 第 16 号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的な修

正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。 

      借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS 第 16 号と同様に、リース

がファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースに

ついて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデ

ルが適用されます。 

   （２）適用予定日 

      2028 年３月期の期首から適用します。 

   （３）当該会計基準等の適用による影響 

      「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。 

 

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第 41 号 2026 年１月９日 企業会計基準委員会） 

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 35 号 2026 年１月９日 企業会計基準 

委員会）  

 

（１）概要 

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会 

計基準を設定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会 監査・保証基準委員会 監査基準報 

告書 560実務指針第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則 

として踏襲して企業会計基準委員会に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事 

象の評価期間の整理を行うとともに、財務諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事 

象に関する会計処理及び開示について定めたものであります。  

（２）適用予定日 

2028 年３月期の期首から適用します。 

 

（貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 前事業年度 
（2025年３月31日） 

当事業年度 
（2026年３月31日） 

有形固定資産の減価償却累計額 

（減損損失累計額を含む） 

98,780千円 60,476千円 

  

※２ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債に関して次のものがあります。   

 前事業年度 
（2025年３月31日） 

当事業年度 
（2026年３月31日） 

流動資産 

   売掛金及び完成工事未収入金 

  

11,386千円 

  

13,083千円 

固定資産 

  差入保証金 

 流動負債 

   買掛金及び工事未払金 

   

25,091千円 

 

13,893千円 

   

25,179千円 

 

7,210千円 
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※３ 当座貸越契約に係る借入金実行残高 

    当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結して 

おります。 

 当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。 

 前事業年度 
（2025年３月31日） 

当事業年度 
（2026年３月31日） 

当座貸越極度額 480,000千円 480,000千円 

借入実行残高 60,000千円 60,000千円 

差引額 420,000千円 420,000千円 

 

（損益計算書関係） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

 
前事業年度 

（自 2024年４月１日 
  至 2025年３月31日） 

当事業年度 
（自 2025年４月１日 

  至 2026年３月31日） 

関係会社への売上高         78,305千円         120,278千円 

関係会社からの材料仕入        66,497千円        56,659千円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2024年４月１日 
  至 2025年３月31日） 

当事業年度 
（自 2025年４月１日 

  至 2026年３月31日） 

役員報酬         47,363千円         44,954千円 

給与手当        136,085千円        132,969千円 

賞与 6,621千円 5,022千円 

法定福利費         27,294千円         27,022千円 

減価償却費          3,180千円          2,667千円 

退職給付費用         1,574千円        1,585千円 

賞与引当金繰入額 6,570千円 11,634千円 

貸倒引当金繰入額 800千円 ―千円 

研究開発費 8,977千円 4,158千円 

販売費及び一般管理費のおおよその割合 

販売費 65.0% 64.0% 

一般管理費 35.0% 36.0% 

 

※３ 固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2024年４月１日 
  至 2025年３月31日） 

当事業年度 
（自 2025年４月１日 

  至 2026年３月31日） 

車両運搬具 ―千円 66千円 

 

  ※４ 固定資産除却損の内容は以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 2024年４月１日 
  至 2025年３月31日） 

当事業年度 
（自 2025年４月１日 

  至 2026年３月31日） 

車両運搬具 ―千円 0千円 
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  ※５ 新株予約権戻入益 

    前事業年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

新株予約権戻入益の内容は、ストック・オプションの権利失効による戻入益によるものでありま

す。 

 

     当事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日） 

      該当事項はありません。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 

前事業年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度 

期末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 2,066,000 － － 2,066,000 

合計 2,066,000 － － 2,066,000 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項                                         

 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度 

期末株式数（株） 

自己株式     

普通株式 161,000 － － 161,000 

合計 161,000 － － 161,000 

 

３．新株予約権に関する事項 

第１回、第２回新株予約権については、当事業年度中に権利行使期間が終了し消滅しております。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度 

期末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 2,066,000 － － 2,066,000 

合計 2,066,000 － － 2,066,000 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項                                         

 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度 

期末株式数（株） 

自己株式     

普通株式 161,000 － － 161,000 

合計 161,000 － － 161,000 

 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 

 
前事業年度 

（自 2024年４月１日 
  至 2025年３月31日） 

当事業年度 
（自 2025年４月１日 

  至 2026年３月31日） 

現金及び預金勘定 310,246千円 257,185千円 

現金及び現金同等物 310,246千円 257,185千円 

 

（金融商品関係） 

  １．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取り組み方針 

当社は、資金運用については主に流動性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行 

等の金融機関からの借入及び新株発行による方針であります。 

また、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。 

   （２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は、その他有 

価証券に区分される株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。営業債務である買掛金 

等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、借入金は、主に運転資金や設備投資 

に必要な資金の調達を目的としたものであります。 

   （３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権である売掛金については、所定の手続きに従い、債権回収の状況を定期的にモニタリン 

グし、回収遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。特に金額等の重要性が高い取 

引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告などを行っております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見 

直しております。 

③流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

営業債務である買掛金等や借入金及については、月次単位での支払予定を把握するとともに、手 

元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。 

「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。また、「受取手形」「売掛金」「完成工事未収

入金」、「買掛金」、「工事未払金」、「短期借入金」、「未払金」、「未払費用」については、短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

前事業年度（2025 年３月 31 日） 

 
貸借対照表 

計上額(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（１）長期借入金 100,000 98,926 △1,073 

負債計 100,000 98,926 △1,073 

（注）１ 市場価格のない株式等は、上記表中に含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。 

 
(単位：千円) 

区分 
当事業年度 

（2025年３月31日） 

非上場株式 80 

（注）２ 金融商品の時価に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用す 

ることにより、当該価額が変動することがあります。 
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当事業年度（2026 年３月 31 日） 

 
貸借対照表 

計上額(千円) 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（１）長期借入金 100,000 98,449 △1,550 

負債計 100,000 98,449 △1,550 

（注）１ 市場価格のない株式等は、上記表中に含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。 

 
(単位：千円) 

区分 
当事業年度 

（2026年３月31日） 

非上場株式 80 

（注）２ 金融商品の時価に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用す 

ることにより、当該価額が変動することがあります。 

 

（注）３ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（2025 年３月 31 日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 310,246 － － － 

売掛金 19,932 － － － 

完成工事未収入金 74,849 － － － 

合計 405,029 － － － 

 

 

当事業年度（2026 年３月 31 日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 257,185 － － － 

売掛金 26,583 － － － 

完成工事未収入金 96,659 － － － 

合計 380,428 － － － 

 

（注）４ 長期借入金及び有利子負債の決算日後の返済予定額 

前事業年度（2025 年３月 31 日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

短期借入金 60,000 － － － － － 

長期借入金 － － 100,000 － － － 

合計 60,000 － 100,000 － － － 
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当事業年度（2026 年３月 31 日） 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

短期借入金 60,000 － － － － － 

長期借入金 － 100,000 － － － － 

合計 60,000 100,000 － － － － 

 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定可能な対象となる資産又は負債に関する相場情報により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できないインプットを使用して算定した時価 

 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１) 時価で貸借対照表に計上している金融商品 

該当事項はありません。 

 

（２) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

前事業年度(2025 年３月 31日) 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 ― 98,926 ― 98,926 

負債計 ― 98,926 ― 98,926 

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に用いたインプットの説明 

長期借入金 

元利金の合計額と、新規に同様の発行、借入あるいは流動化を行った場合に想定される利率を基に割引現在 

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

当事業年度(2026 年３月 31日) 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 ― 98,449 ― 98,449 

負債計 ― 98,449 ― 98,449 

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に用いたインプットの説明 

長期借入金 

元利金の合計額と、新規に同様の発行、借入あるいは流動化を行った場合に想定される利率を基に割引現在 

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



43 

 

（有価証券関係） 

その他有価証券 

前事業年度（2025 年３月 31 日） 

区分 種類 

貸借対照表 

計上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1)株式 ― ― ― 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1)株式 0 0 ― 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 80 80 ― 

小計 80 80 ― 

合計 80 80 ― 

 

当事業年度（2026 年３月 31 日）                                             

区分 種類 

貸借対照表 

計上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1)株式 ― ― ― 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1)株式 0 0 ― 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 80 80 ― 

小計 80 80 ― 

合計 80 80 ― 

 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は従業員の退職金の支給に備えるため、中小企業退職金共済制度に加入しております。 

 

２．退職給付費用に関する事項 

 前事業年度 当事業年度 

 （自 2024年４月１日 （自 2025年４月１日 

   至 2025年３月31日）   至 2026年３月31日） 

中小企業退職金共済制度への拠出額 1,905 千円 1,915 千円 
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（ストック・オプション等関係） 

権利不行使による失効により利益として計上した金額 

 前事業年度 当事業年度 

 （自 2024 年４月１日 （自 2025 年４月１日 

 至 2025年３月 31日） 至 2026年３月 31日） 

新株予約権戻入益 483 千円 ― 

 

 （税効果会計関係） 

    １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度 

（2025年３月31日） 

当事業年度 

（2026年３月31日） 

繰延税金資産 千円 千円 

減価償却超過額 6,302 374 

  賞与引当金 2,736 4,820 

  賞与引当金社会保険料 445 792 

  投資有価証券評価損 3,547 3,636 

  棚卸資産評価損 6,076 6,229 

  減損損失 18,017 18,471 

  出資金評価損 839 860 

  その他 ― 125 

  税務上の繰越欠損金（注） 19,662 15,490 

繰延税金資産小計 57,626 50,801 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △37,964 △35,311 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △19,662 △15,490 

評価性引当額小計 △57,626 △50,801 

繰延税金資産合計 ―             ― 

 

 

   （注）税務上の繰越欠損金及び繰延税金資産の繰越期限別の金額 

前事業年度(2025 年３月 31日) 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

合計 

（千円） 

税務上の繰越欠損金（※） - - - - - 19,662 19,662 

評価性引当額 - - - - - △19,662 △19,662 

繰延税金資産 - - - - - - - 

    （※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額であります。 

 

   当事業年度(2026年３月31日) 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

合計 

（千円） 

税務上の繰越欠損金（※） - - - - - 15,490 15,490 

評価性引当額 - - - - - △15,490 △15,490 

繰延税金資産 - - - - - - - 

    （※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額であります。 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 前事業年度 

（2025 年３月 31 日） 

当事業年度 

（2026 年３月 31 日） 

法定実効税率  33.6％ 

  （調整） 
税引前当期純損失を計上 
しているため、注記を省略 
しております。 

 

  住民税均等割額等 4.5％ 

  評価性引当額 △33.7％ 

  その他  0.1％ 

税効果適用後の法人税等の負担率   4.5％ 

 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係） 

該当事項はありません。 

 

 （資産除去債務関係） 

   当社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等について、退去時における原状回復に係る債務を有してお 

  りますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、移転等の予定もないため、資産除去債務 

  を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

（賃貸等不動産関係） 

該当事項はありません。 
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（収益認識関係） 

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

項目 

前事業年度 

（自 2024年４月１日 

 至 2025年３月31日） 

当事業年度 

（自 2025年４月１日 

至 2026年３月31日） 

環境商材販売、施工事業 951,578 千円 921,599 千円 

架台販売事業 144,618 千円 323,214 千円 

外部顧客への売上高 1,096,197 千円 1,244,814 千円 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

請負工事契約に係る収益認識については、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものではない場合

には、一時点で充足される履行義務として、資産に対する支配を顧客に移転することによりその履行義務

が充足される時に収益を認識することとされております。 

当社における請負工事契約はこれに該当するため、顧客による完工検収が完了した時点で収益を認識し

ております。 

一方、商品及び製品の販売においては出荷した時点で収益を認識しております。 

なお、資産に対する支配とは、その資産の使用を指図し、その資産からの残りの便益のほとんどすべて

を享受する能力をいいます（収益認識会計基準 37 項）。 

また、代理人として行われる取引に関しましては、顧客から受け取る対価の純額で取引価格を算定して

おります。 

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

  （１）契約資産及び契約負債の残高等 

 前事業年度 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 

受取手形、売掛金、完成工事未収入金 
140,146 千円 94,782 千円 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 

受取手形、売掛金、完成工事未収入金 
94,782 千円 123,243 千円 

契約負債（期首残高） 

 未成工事受入金 
33,493 千円 11,921 千円 

契約負債（期末残高） 

 未成工事受入金 
11,921 千円 16,156 千円 

   当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は 11,921 千円であります。 

   また、契約負債の増加額は、受注残の増加による影響であります。 

 

  （２）残存履行義務に配分した取引価格 

     当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を

省略しております。 

 

 

 （セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

 当社は、その主な事業として環境商材販売、施工ならびに架台販売を主体とする環境エネルギー事業  

を行っており、単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

 【関連情報】 

 

前事業年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載

を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦以外の売上高がないため、該当事項はありません。 
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（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報                   

      売上高について 10％を超える顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載

を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦以外の売上高がないため、該当事項はありません。 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報                   

      売上高について 10％を超える顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当社は、その主な事業として環境商材販売、施工ならびに架台販売を主体とする環境エネルギー事業  

を行っており、単一セグメントであるため記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】 

１．関連当事者との取引 

  財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 

前事業年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

種類 

会社等の 

名称 

又は氏名 

所在地 

資本金 

又は出資金 

（千円） 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の

所有 

（被所有） 

割合（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

 

主要株主 

高島 

株式会社 

東京都 

千代田区 
3,801,270 卸売業 

（被所有） 

（直接） 

16.3 

架台の 

販売、 

材料の仕入 

架台の販売 78,305 

売掛金 11,386 

完成工事

未収入金 
― 

材料の仕入 66,497 

買掛金 5,109 

工事 

未払金 
8,784 

保証金 

の回収 
   ― 

差入 

保証金 
25,091 

（注）１．取引条件については、一般の取引先と同等の条件によっております。  
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当事業年度（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日） 

種類 

会社等の 

名称 

又は氏名 

所在地 

資本金 

又は出資金 

（千円） 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等の

所有 

（被所有） 

割合（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

 

主要株主 

高島 

株式会社 

東京都 

千代田区 
3,801,270 卸売業 

（被所有） 

（直接） 

16.3 

架台の 

販売、 

材料の仕入 

架台の販売 120,278 

売掛金 13,083 

完成工事

未収入金 
― 

材料の仕入 56,659 

買掛金 2,582 

工事 

未払金 
4,628 

保証金 

の回収 
   ― 

差入 

保証金 
25,179 

（注）１．取引条件については、一般の取引先と同等の条件によっております。  

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

 

前事業年度 

（自 2024年４月１日 

至 2025年３月31日） 

当事業年度 

（自 2025年４月１日 

至 2026年３月31日） 

１株当たり純資産額 125 円  83 銭 137 円  86 銭 

  

  １株当たり当期純利益、１株当たり当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

（自 2024年４月１日 

至 2025年３月31日） 

当事業年度 

（自 2025年４月１日 

至 2026年３月31日） 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） △25 円 85 銭 12 円 03 銭 

（算定上の基礎）   

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） △49,250 22,912 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は 

普通株株式に係る当期純損失（△）（千円） 
△49,250 22,912 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,905,000 1,905,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった 

潜在株式の概要 

― ― 

(注)当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在 

株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有

価証券 

その他 

有価証券 

銘柄 株式（口）数 
貸借対照表 

計上額（千円） 

㈱刈谷電気引込工事センター 8 80 

Anadia Futebol Clube,Fotebol-SAD 3 0 

計 11 80 

 

【有形固定資産等明細表】 

  有形固定資産及び無形固定資産の明細      （単位：千円） 

資産の種類 

 

当期首残高 

 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 
当期末残高 

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額 

当期 

償却額 

差引当期末

残高 

有形固定資産        

建 物     14,052        ―        ―     14,052     9,404       513     4,648 

機 械 及 び 装 置     36,747 ―      35,331     1,416 1,191 56             224 

車 両 運 搬 具     24,564 1,330      4,026     21,867   21,180     642 687 

工具、器具及び備品     32,256      664  1,303     31,616    28,700         1,145    2,916 

土      地 ― 65,174 ― 65,174 ― ― 65,174 

有形固定資産計    107,621    67,168 40,661    134,127    60,476     2,357     73,651 

無形固定資産        

特 許 権    ―    ―        ―      2,000      1,458       250      541 

ソ フ ト ウ エ ア    ―    ―        ―       546       426        60 120 

無形固定資産計    ―    ―        ―      2,546      1,885      310      661 

長期前払費用    13,116 932 1,673 12,375        ―        ―    12,375 

注）１．当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

     車両運搬具      車両、フォークリフト           1,330 千円 

         工具、器具及び備品   金型                             664 千円 

土地         社員駐車場                 65,174 千円 

２．当期減少額の主なものは、次のとおりであります。 

         長期前払費用     新卒コンサルティング費用取崩         990 千円 

                    ＩＳＯ審査費用振替             522 千円 

      ３．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び 

「当期減少額」の記載を省略しております。 

４．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

 

【社債明細表】 

  該当事項はありません。 
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【借入金等明細表】 

区分 
当期首残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率

（％） 
返済期限 

短期借入金 60,000 60,000 1.00 ― 

長期借入金 100,000 100,000 0.7 2027 年 10 月 

（注１）平均利率については期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  
（注２）長期借入金の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

 １年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内

（千円） 

３年超４年以内

（千円） 

４年超５年以内

（千円） 

長期借入金 100,000 ― ― ― 

 
【引当金明細表】 

                                        （単位：千円） 

区分 当期首残高 当期増加額 
当期減少額 

（目的使用） 

当期減少額 

（その他） 
当期末残高 

貸倒引当金 800 ― 500 300 ― 

賞与引当金 8,148 14,000 8,148 ― 14,000 

    （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権の回収による戻入額であります。 

 
【資産除去債務明細表】 

該当事項はありません。 

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産 

①現金及び預金 

区分 金額（千円） 

現金 264 

預金  

普通預金 256,920 

合計 257,185 

 

②売掛金 

相手先 金額（千円） 

高島株式会社 13,083 

株式会社たけでん 4,027 

長府工産株式会社 2,749 

株式会社ＧＸ ｆｏｒｃｅ 1,898 

株式会社サニックスホールディングス 1,771 

その他 3,051 

合計 26,583 
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   売掛金の発生及び回収並びに滞留状況     

当期首残高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

回収率 

（％） 

滞留期間 

（日） 

（A） （B）  （C） （D） 
（C） × 100 

（A）＋（B） 
 

（A）＋（D） 

２ 

（B） 

365 
 

19,932 389,192 382,541 26,583 93.5 22 

 

③完成工事未収入金 

相手先別内訳 完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

相手先 金額（千円） 

東邦瓦斯株式会社 25,036 

中部電力ミライズ株式会社 12,149 

ナイス株式会社 7,759 

岡崎製材株式会社 6,067 

津田産業株式会社 5,720 

その他 39,927 

合計 96,659 
  

 

完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

当期首残高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

回収率 

（％） 

滞留期間 

（日） 

（A） （B） （C） （D） 
（C） × 100 

（A）＋（B） 
 

（A）＋（D） 

２ 

（B） 

365 
 

74,849 995,473 973,662 96,659 91.0 31 

 

④未成工事支出金 

区分 金額（千円） 

太陽光発電設備設置事業 

材料費 19,127 

外注費 2,630 

労務費 1,180 

経費 327 

その他 材料費 7,916 

合計 31,181 

 

⑤商品及び製品 

区分 金額（千円） 

太陽光発電設備設置事業 置っくん架台他 22,181 

その他事業 ウイルスエリミネーター 0 

合計 22,181 
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⑥原材料及び貯蔵品 

区分 金額（千円） 

太陽光発電設備設置事業 原材料及び貯蔵品 54 

その他事業 ウイルスエリミネーター 1 

合計 56 

 

⑦差入保証金 

相手先 金額（千円） 

高島株式会社 25,179 

マルシン倉庫有限会社 2,400 

株式会社ウッドフレンズ 2,206 

江東観光株式会社 1,249 

ビレッジ開発株式会社 1,155 

その他 4,305 

合計 36,495 

 

２ 負債 

①買掛金 

相手先 金額（千円） 

東海共立鋼業株式会社 3,419 

高島株式会社 2,582 

タカヤマ金属工業株式会社 2,102 

株式会社栄住産業 910 

株式会社ＩＴＫ 789 

その他 2,284 

合計 12,088 

 

②工事未払金 

相手先 金額（千円） 

中電エナジーサービス株式会社 7,536 

中部電力ミライズ株式会社 6,872 

ＭＳＫ株式会社 6,355 

長州産業株式会社 5,564 

高島株式会社 4,628 

その他 22,962 

合計 53,920 

 

 

（３）【その他】 
該当事項はありません。 

 

 

 

第７【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 
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第８【発行者の株式事務の概要】 

事業年度 毎年４月１日から翌年３月 31 日まで 

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 毎年３月 31 日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 
毎年３月 31 日 

毎年９月 30 日 

１単元の株式数 100 株 

株式の名義書換え 

 

取扱場所 

 

株主名簿管理人 

 

取次所 

 

名義書換手数料 

 

新券交付手数料 

 

 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

単元未満株式の買取り 

 

取扱場所 

 

 

株主名簿管理人 

 

 

取次所 

 

買取手数料 

 

 

 

名古屋市中区栄三丁目 15 番 33 号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 

 

三井住友信託銀行株式会社 全国本支店 

 

無料 

 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載 URL https://www.doryoku.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い旨を定款に定めております。 

会社法第 189 条第２項各号に掲げる権利 

会社法第 166 条第１項の規定による請求をする権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 
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第二部【特別情報】 
 

 

第１【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 



 

独立監査人の監査報告書 

2026年６月29日 

株式会社動力 

取締役会  御中 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査意見 

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第128条第３

項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社動力の2025年４月１日か

ら2026年３月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社動力の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。  

  

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。  

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、発行者情報に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。

経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ

とにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 

   愛知県名古屋市 

代 表 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 岩村 豊正 

   

   

   

業務執行社員 公認会計士 杉江 明俊 

 



 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。  

  

財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計す

ると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され

る。  

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・  財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検

討する。 

・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・  経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書

において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。 

・  財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。 

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその

内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

 

以  上 


